事　業　計　画　書　②（別紙１－１）


（１）対応可能な移植実施件数の推計
　本計画書の３枚目に記載している留意事項を必ず参照いただいた上で、以下記載をお願いします。

　①現在対応している移植実施件数
	
	a.令和８年上半期（１～６月期）の移植実施件数（※１）
	b.令和８年下半期（７～12月期）において想定する移植実施件数（※２）

	心臓
	　例：○件
	　例○件

	肺
	　
	

	肝臓
	　
	

	腎臓
	　
	

	膵臓
	　
	

	小腸
	　
	

	合計
	
	


（別表）


②現在の体制で対応可能な移植実施件数
	
	a.令和８年上半期（１～６月期）においてさらに対応可能と考えられる移植実施件数を記載願います（※３）
	b.令和８年下半期（７～12月期）においてさらに対応可能と考えられる移植実施件数を記載願います（※４）

	心臓
	　例：○件
	　例：○件

	肺
	　
	

	肝臓
	　
	

	腎臓
	　
	

	膵臓
	　
	

	小腸
	　
	

	合計
	
	


（別表）








③「臓器移植実施体制推進支援事業」を通じて３年後に対応可能となる移植実施件数
	
	a. 臓器移植実施体制推進支援事業の取組を３年間継続した場合、令和11年１月～６月において対応可能と考えられる移植実施件数（※５）
	b. 臓器移植実施体制推進支援事業の取組を３年間継続した場合、令和11年７月～12月において対応可能と考えられる移植実施件数（※５）

	心臓
	　例：○件
	　例：○件

	肺
	　
	

	肝臓
	　
	

	腎臓
	　
	

	膵臓
	　
	

	小腸
	　
	

	合計
	
	


（別表）


④「臓器移植実施体制推進支援事業」を通じて５年後に対応可能となる移植実施件数
	
	a. 臓器移植実施体制推進支援事業の取組を５年間継続した場合、令和13年１月～６月において対応可能と考えられる移植実施件数（※５）
	b. 臓器移植実施体制推進支援事業の取組を５年間継続した場合、令和13年７月～12月において対応可能と考えられる移植実施件数（※５）

	心臓
	　例：○件
	　例：○件

	肺
	　
	

	肝臓
	　
	

	腎臓
	　
	

	膵臓
	　
	

	小腸
	　
	

	合計
	
	


（別表）


（２）件数の推計にあたっての考え方
上記の①～④の件数を推計されるにあたって、どのような考え方で推計されたのか簡潔に記載願います。
	






（※１）令和８年１月～６月において、脳死下もしくは心停止後の臓器提供者からの移植を実施した件数を記載してください。
（※２）令和８年７月～12月において発生が想定される移植実施件数を記載願います。なお、ここ数年の臓器提供件数の増加傾向等を加味して、令和８年下半期は90～100名程度のドナーが発生することが見込まれること、また自施設における移植待機者数等を考慮して記載をお願いします。
（※３）臓器あっせん機関からの打診の有無に限らず、令和８年１月～６月において、最大で何件までであれば移植実施が対応可能だったかを推計いただき、記載願います。
（※４）臓器あっせん機関からの打診の有無に限らず、令和８年７月～12月において、最大で何件までであれば移植実施が対応可能だったかを推計いただき、記載願います。
（※５）臓器移植実施体制推進支援事業の取組を３年間及び５年間継続した場合、３年後（令和11年）及び５年後（令和13年）に、脳死下及び心停止後の臓器提供者からの移植実施に関して、１年間で最大何件までであれば対応可能であるかを推計いただき、記載願います。なお、以下についてご留意いただき記載をお願いします。
　　　　・胸部臓器（心臓・肺）、腹部臓器（腎臓・肝臓・膵臓、小腸）のいずれも、全国的に臓器摘出支援が実施可能な体制が構築されており、移植実施施設が自分で臓器摘出に向かう必要がない体制が全国的に構築されている。
　　　　・臓器移植に係る業務の中でも、移植前診療（紹介時対応・移植待機外来・移植前評価入院など）に係る業務や、移植後診療（術後一般病棟管理・退院後外来など）に係る業務に関して、移植内科医が全て担っていただける体制が構築されている。
　　　　・臓器移植に係る業務の中でも、臓器あっせん機関からの電話対応（移植受諾の決定にかかる調整）、摘出可能人員の決定調整とあっせん機関への報告、移植実施時の院内調整（手術室や集中治療室との連絡調整など）等の業務は、レシピエント移植コーディネーターが全て担っていただける体制が構築されている。
・地域の医療機関への教育や情報提供を行ったことにより、各施設における移植待機患者数が増えていくとともに、移植後患者を地域へ逆紹介できる体制が構築されている。

↓（１）、（２）記載にあたっては以下の内容についても必ずご確認いただき、記載をお願いします。
○ 記載いただいた件数に関しては今後審議会の資料等に活用させていただく予定です。（資料には施設名を伏せ、匿名での取り扱いを予定しております。）
○ （１）における件数の記載にあたっては、特に以下の点に留意して記載をお願いします。
　・令和７年の４月から９月の脳死下臓器提供事例に関して分析したところ、約７割程度の症例に関して休日に臓器摘出が実施されております。このことを踏まえて、約７割程度の症例が休日に実施されることを前提として推計をお願いします。
・同日に複数事例が発生したとしても、極力人員面や手術室・ICU等のハード面等の施設の事情で、移植辞退が生じ得ないような件数が何件になるのかという視点で推計をお願いします。（１診療科で複数のドナーから打診があった場合（例えば、右肺及び左肺が、貴施設に同時に打診されたなど）に、並列で手術が行えない場合などを想定して、試算してください。）
・各臓器の診療科における体制のみを勘案するだけでなく、麻酔科医、手術室スタッフ等の人員面や、手術室・ICU等のハード面における事情も勘案していただくようお願いします。各診療科で対応が可能であっても、手術室看護師や麻酔科医等が不足しており、施設辞退になるというケースもございますので、手術部や看護部などの他部署の方にも確認いただいた上で、施設全体として対応可能な件数を推計してください。
・今後、移植医療に関わる人員（移植外科医、移植内科医、麻酔科医、レシピエント移植コーディネーターや集中治療医数等）の増員や各施設において独自の取組（手術室運用ルールの改善、手術室・ICUの増等）を行う予定があれば、それらの事情も考慮して件数の推計をお願いします。その場合、それらの事情に関しても「（２）件数の推計にあたっての考え方」の欄に記載してください。


